
2019年度
～2016年度 2017年度 2018年度

経済・財政再生計画 改革工程表（改定案）

KPI
（第一階層）

KPI
（第二階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

通常国会 通常国会概算要求
税制改正要望等

年末

集中改革期間

Ｉ
Ｔ
化
と
業
務
改
革
、
行
政
改
革
等

＜⑮（地方）業務の簡素化・標準化、自治体クラウドの積極的展開等＞

○自治体情報システム構造改革の推進

自治体クラウドの取組
事例（全国で56グルー
プ）について国・地方ＩＴ
化・ＢＰＲ推進チームに
おいて深掘り・分析し、
その結果を整理・類型
化し、自治体に対 し、
助言・情報提供等を実
施

自治体に対し、左記の深掘
り・分析及び整理・類型化の
結果を具体的に分かりやす
く助言・提供し、普及促進を
徹底

自治体クラウド導入を通じ
た業務の簡素化・標準化の
推進

自治体情報システム構造改革の推
進のため、複数団体による自治体ク
ラウドの導入を、地方交付税措置に
より重点課題として支援

複数団体による自治体
クラウドの導入を、地方
交付税措置により重点
課題として支援

上記の施策について、
各自治体による前年度
の取組の成果を把握、
「見える化」し、翌年度以
降の施策の在り方につ
いて検討

検討結果に基づき、所
要の措置

《総務省地域力創造グループ・自治財政局》

前年度における施策の成果を
把握・検証した上で、翌年度以
降の施策の在り方について検
討し、所要の措置

・クラウド導
入に伴う歳出
効率化の成
果

（事後的に検
証する指標）
（再掲）

・クラウド化していない自治体・システムの要因を検証
・各自治体のシステム更改時期を自治体間で共有する
・IT室と総務省が、自治体クラウド導入の具体的検討を
働きかけ、都道府県に対しても、市町村の取組を支援
するよう働きかけ

・総務省は、各地方公共団体がクラウド導入等に関する
計画を策定できるよう進捗管理し、計画策定状況等を
公表。また、必要な専門人材を確保する等必要な支援
を行う

複数団体による自治体クラウドの導入を、地方
交付税措置により重点課題として支援

上記の施策について、各自治体
による前年度の取組の成果を把
握、「見える化」し、翌年度以降の
施策の在り方について検討

検討結
果に基
づき、
所要の
措置

・地方公共団
体の情報シ
ステム運用コ
スト

【目標：３割
圧縮（目標
期限を集中
改革期間中
に設定）】
（再掲）

・新しい自治体クラウドグループの事例を踏まえて、左
記取組を充実
・総務省、ベンダ等による検討会を開催し、カスタマイズ

を抑制するための方策等をとりまとめ ・クラウド導入
市区町村数

【2014年度：
550団体
目標：2017
年度までに
倍増（約
1,000団体）
を図る】

※新たな目標
値は2018年

度早期に設
定
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2019年度
～2016年度 2017年度 2018年度

経済・財政再生計画 改革工程表（改定案）

KPI
（第一階層）

KPI
（第二階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

通常国会 通常国会概算要求
税制改正要望等

年末

集中改革期間

Ｉ
Ｔ
化
と
業
務
改
革
、
行
政
改
革
等

＜⑯公共サービスイノベーションに係る先進事例の全国展開＞

「公共
サービス
イノベー
ション・プ
ラット
フォーム」
において、
優良事例
の全国展
開に向け
た「課題
と対応」
を取りま
とめ
（2015年
12月）

プラットフォーム会合に
おいて、各年度の取組
計画を検討、確認

プラットフォーム会合の地方開催（鳥取
県、埼玉県、宮城県、石川県、香川県）

公共サービスイノ
ベーション・ホーム
ページの開設

《内閣府政策統括官（経済社会システム担当） 、公共サービスイノベーション・プラットフォーム参加省庁等》

左記の取組状況を踏まえ、
更なる取組を検討・実施する

必要に応じ会合を開催し、公共サービスイノ
ベーション・プラットフォームで取りまとめた自治
体等における先進的な取組を全国展開するた
めのアクションプランの実行、ＰＤＣＡ、必要な制
度改正の検討について議論

都市部、地方部の地域特性等を踏まえつつ、公
共サービスイノベーション・プラットフォーム会合を
地方開催

公共サービスイ
ノベーション・
ホームページの
掲載内容を更
新

・公共サービ
スイノベーショ
ンの進捗を検
証するための
指標

⑴窓口業務の
アウトソーシン
グ【208⇒416】

総合窓口の導
入【185⇒370】

⑵庶務業務の
集約化
【143⇒286】

※新たな目標
は2017年度内
に設定
（いずれも2014
年10月現在
⇒2020年度）
【再掲】

・公共サービ
スイノベーショ
ンによる経済・
財政効果

（事後的に検
証する指標）

新たな先進・優良事例を踏まえ、引き続き、公共
サービスイノベーション・ホームページの掲載内
容を更新

プラットフォーム会
合において、2017
年度の取組計画を
検討、確認
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2019年度
～2016年度 2017年度 2018年度

経済・財政再生計画 改革工程表（改定案）

KPI
（第一階層）

KPI
（第二階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

通常国会 通常国会概算要求
税制改正要望等

年末

集中改革期間

Ｉ
Ｔ
化
と
業
務
改
革
、
行
政
改
革
等

＜⑰地方税における徴収対策の推進＞

○2016年度

■徴収事務の共同処理を行ってい
る団体の効果や課題について深掘
り・分析し、整理・類型化

■効率的・効果的な滞納整理の手
法を導入した団体の効果や課題に
ついて整理・分類

■電子申告の推進や収納手段の
多様化（電子納税を含む）に取り組
む団体の効果や課題について整理

↓
地方団体が行っている先進的な徴
収対策の取組を調査・研究した結
果を整理・類型化して公表

最新の実態を把握し、
整理類型化の内容を

更新

更新した内容の通
知等により、滞納
に対する共同徴収
の促進など徴収対
策の推進を助言

個人住民税の特別徴
収の実施状況を把握

把握した実態に基
づき自治体の取組

の推進を助言

電子納税の実施状況
を把握

把握した実態に基
づき、取組の推進
方策を検討・助言

徴収事務の着実な実施及び納税者
が税を納付しやすい納税環境の整
備を、地方団体に要請

《総務省自治税務局》

・地方税
の徴収率
【向上】
（2015年

度中に基
準財政収
入額算定
上の「標
準的な徴
収率」を
設定）

※徴収率に
ついては実
績をモニタリ
ング

－
改革期間を通じ、同様の取組を

実施

改革期間を通じ、同様の取組を
実施

改革期間を通じ、同様の取組を
実施

最新の実態を
把握し、整理類
型化の内容更
新。更新内容
の通知等によ
り、徴収対策の

推進を助言

個人住民税の
特別徴収の実
施状況を把握

し、把握した実
態に基づき自
治体の取組の
推進を助言

電子納税の実
施状況を把握

し、把握した実
態に基づき取
組の推進方策
を検討・助言
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2019年度
～2016年度 2017年度 2018年度

経済・財政再生計画 改革工程表（改定案）

KPI
（第一階層）

KPI
（第二階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

通常国会 通常国会概算要求
税制改正要望等

年末

集中改革期間

＜⑱国・地方の公務員人件費の総額の増加の抑制＞

Ｉ
Ｔ
化
と
業
務
改
革
、
行
政
改
革
等

国家公務員の総人件費について、
「国家公務員の総人件費に関する
基本方針」（平成26年７月25日閣
議決定）を決定

《内閣官房内閣人事局》

国家公務員の給与については、労働基本権制約の代償措置として民間
準拠で行われる人事院勧告制度を尊重するとの基本姿勢の下、決定

人事院勧告
※人事院勧告
の有無につい
ては年度によっ
て異なる

人事院勧告が行われた場合、
給与については、人事院勧告
制度を尊重するとの基本姿勢
に立ち、国政全般の観点から
検討を行った上で取扱いを決
定する

国家公務員の総人件費について、職員構成の高齢化等に伴う構造的
な人件費の増加を抑制するとともに、定員合理化等を行うことなどによ
り、人件費の抑制を図る

計画期間を通じ、左記の方針を
踏まえ、引き続き取り組む

○地方公務員

人事委員会
勧告

《総務省公務員部》

地方公務員については、各地方公共団体において、「給与制度の総合的見直し」に着実に取り組むとともに、各
地方公共団体の給与事情等を踏まえ、給与の適正化を図る

地方公務員の給与改定
については、各地方公
共団体において、地方
公務員法の趣旨に沿っ
て、各団体の議会にお
いて条例で定める

計画期間を通じ、左記の方針を
踏まえ、引き続き取り組む

－

・総人件費の額
・総定員数

（事後的に捕捉
する指標）

・総人件費の額
・総定員数

・給与制度の総
合的見直しの
取組自治体数

（事後的に捕捉
する指標）

人事院勧告につ
いて、人事院勧告
制度を尊重し、国
政全般の観点から
検討を行った上で
取扱いを決定する

○国家公務員

定員
要求、
要求
状況
公表

定員審
査・決
定、審
査結果
公表

要求
状況

の公
表

審査
結果
の公
表

定員
要求

定員
審査

・
決定
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経済・財政再生計画 その他の検討項目

＜「税制抜本改革法」を踏まえた地域間の税源の偏在を是正する方策、課税自主権の拡充＞ 《総務省》

＜地方単独事業について、過度な給付拡大競争を抑制していくための制度改革＞ 《制度所管府省庁》

■地方単独事業について、過度な給付拡大競争を抑制していくための制度改革を進める。 国が果たすべき役割の範囲を制度上明確にする際、地方自治の原則に十
分配慮する

※子どもの医療に関する国保の減額調整措置については、関係審議会における議論等も踏まえて検討を行った結果、全ての市町村が未就学児までは何らかの助成
措置を実施している実態等を踏まえ、地方公共団体の少子化対策の取組を支援する観点から、平成30年度から、未就学児までを対象とする医療費助成については、
国保の減額調整が廃止された。

＜地方交付税制度改革に合わせた留保財源率についての必要な見直し＞ 《総務省》

■地方交付税制度の改革に合わせて、留保財源率については必要な見直しを検討する

「税制抜本改革法」を踏まえ地域間の税源の偏在を是正する方策を講ずるとともに、地方自治体が自主性を発揮できるよう課税自主権の拡充を図る

■地域間の税源の偏在の是正については、平成28年度与党税制改正大綱等に沿って、具体的な措置を講じる
＜平成28年度与党税制改正大綱等＞

○ 地方創生を推進するためには、地方公共団体が安定的な財政運営を行うことのできる地方税体系を構築する必要がある。こうした観点も踏まえ、地方法人課税に
ついては、消費税率（国・地方）８％段階の措置に引き続き、消費税率10％段階においても、地域間の税源の偏在性を是正し、財政力格差の縮小を図るための措置
を講ずる。また、地方法人特別税・譲与税を廃止し、法人事業税に復元するとともに、これに代わる偏在是正措置を講ずる

具体的には、法人住民税法人税割の税率を引き下げるとともに、地方法人税の税率を当該引下げ分相当引上げ、その税収全額を交付税及び譲与税配付金特別
会計に直接繰り入れ、地方交付税原資とする。更に、地方法人特別税・譲与税に代わる偏在是正措置に伴う市町村の減収補てん、市町村間の税源の偏在性の是
正及び市町村の財政運営の安定化を図る観点から、法人事業税の一定割合を市町村に交付する制度を創設する。なお、この偏在是正により生じる財源（不交付団
体の減収分）を活用して、地方財政計画に歳出を計上する

○ 「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律等の一部を改正する法律」（平成28
年11月28日第86号）により、消費税率10％への引上げ時期の変更に併せて偏在是正措置の実施時期を２年半延期し、平成31年10月とすることとしている

■課税自主権の拡充については、その一層の拡充を図る観点から、必要な制度の見直しを行うとともに、情報提供など地方団体への支援を行う。法定外税の導入件
数等については、毎年度、調査の上、公表
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経済・財政再生計画 その他の検討項目

＜エビデンスに基づくＰＤＣＡサイクルの抜本的強化＞
＜（行政事業レビュー）定量的な成果目標設定の徹底と一層厳格な自己点検＞
＜（行政改革推進会議）府省横断的・継続的な検証の推進＞

■行政事業レビュー実施要領（平成28年３月29日改定）において、行政事業レビューシートに、「経済・財政再生アクション・プログラム」（平成27年12月24日経済財政

諮問会議決定）における改革項目及びＫＰＩと、当該改革項目等に関連する事務事業に係るレビュー対象事業の成果との対応関係を明記するとともに、当該ＫＰＩの達
成状況を記載するよう改定を行っており、経済・財政再生計画の取組は、行政事業レビューの取組と連携しながら、ＰＤＣＡを回すこととしている。引き続き、経済・財政
一体改革推進委員会の取組と連携しつつ、各府省庁の事業の必要性、効率性、有効性の自己点検・検証を進める

＜共助社会づくり＞ 《内閣府》

■「共助社会づくり懇談会」において取りまとめられた報告書「共助社会づくりの推進について～新たな「つながり」の構築を目指して～」を踏まえ、共助社会づくりを推
進する。このため、平成28年６月に成立した改正ＮＰＯ法の円滑な施行を図るとともに、調査等の実施により社会的成果（インパクト）評価の普及を図る

＜ソーシャル・インパクト・ボンドの活用拡大＞ 《行政・民間》

■貧困・失業対策をはじめとする幅広い分野において、官民連携によるソーシャル・インパクト・ボンド等の活用を拡大する。このため、関係省庁や関係団体において、
パイロット事業を実施するとともに、成果志向の事業遂行を促進する社会的インパクト評価を推進する

《内閣官房 行政改革推進本部事務局》
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４．文教・科学技術、外交、
安全保障・防衛等
（文教・科学技術）
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2019年度
～2016年度 2017年度 2018年度

経済・財政再生計画 改革工程表（改定案）

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

KPI
（第一階層）

KPI
（第二階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

集中改革期間

①
少
子
化
の
進
展
を
踏
ま
え
た
予
算
の
効
率
化
、
エ
ビ
デ
ン
ス
に
基
づ
い
た
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル

《主担当府省庁等》

＜ⅰ学校規模適正化と学校の業務効率化＞

【学校規模適正化】

学校規模の適正化に
関する各自治体の進
捗状況について、統廃
合等の件数・経費を含
め、調査・公表

学校規模の適正化について、取組の推進・拡大
得られたデータを教職員定数の見通し作成・提示を含む政策に漸次活
用

中間検証を踏まえ、取組内容
を追加修正の上、推進・拡大

《文部科学省、都道府県、市町村》

統合による魅力ある学
校づくり等のモデル創
出に向けた委託研究
を実施

取組の推進
取組を通じた研究成果の分析、支援策への反映

中間検証を踏まえ、取組内容
を追加・修正の上、推進・拡大

《文部科学省から市町村に委託》

学校規模の適正化の好事例を継続的に全国展開、各自治体の取組促進

《文部科学省、都道府県、市町村》

時限的な教員加配など
の統合校に対する支援

取組の推進
実施状況を教職員定数の見通し作成・提示に漸次活用

《文部科学省》

中間検証を踏まえ、取組内容
を追加・修正の上、推進・拡大

中間検証を踏まえ、取組内容
を追加・修正の上、推進・拡大

・学校の小規模化
について対策の検
討に着手している
自治体の割合
【2018年度2/3】
【2020年度
100％】

・知識・技能、思
考力・判断力・表
現力、主体性・
協働性・人間性
等の資質・能力
の調和がとれた
個人を育成し、
OECD・PISA調
査等の各種国際
調査を通じて世
界トップレベル
の維持・向上を
目標とするなど、
初等中等教育の
質の向上を図る
（※注）
（参考）
PISA2015：科学
的リテラシー1位、
読解力6位、数
学的リテラシー1
位（OECD加盟
国中）

（ⅰ～ⅴ通じて）

（※注）
上記の国際学力
調査結果に加え、
毎年度実施する
全国学力・学習状
況調査の結果等
の活用を通じて、
毎年度の状況を
検証・把握

学校規模の適正化に関する実態調査を実施
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2019年度
～2016年度 2017年度 2018年度

経済・財政再生計画 改革工程表（改定案）

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

KPI
（第一階層）

KPI
（第二階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

集中改革期間

①
少
子
化
の
進
展
を
踏
ま
え
た
予
算
の
効
率
化
、
エ
ビ
デ
ン
ス
に
基
づ
い
た
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル

【学校の業務改善】

教員の業務効率化を進め、教育指導により専念できるよう、教員以外の専門スタッフの学
校への配置等を促進
取組の推進・拡大

中間検証を踏まえ、取組内容
を追加・修正の上、推進・拡大

《文部科学省、都道府県、市町村》

学校現場の
業務改善ガ
イドラインの
全国普及

ICT活用による校務改善など学校現場の業務改善に関する取組推進、モデル地域
での勤務状況の定量的な改善内容の成果分析を踏まえた好事例の全国展開、
「教育委員会における学校の業務改善のための取組状況調査」の結果等を踏まえ、
各自治体の取組の促進、推進・拡大

中間検証を踏まえ、取組内容
を追加・修正の上、推進・拡大

《文部科学省、都道府県、市町村》

・校務支援シス
テムの導入率
【2018年度88%】
【2020年度90%】

教員の勤務実態調査の実施・
調査分析

勤務実態調査の教員単位・学校単位の分析結
果や「教育委員会における学校の業務改善の
ための取組状況調査」の結果等を踏まえ、自
治体における業務改善の取組促進、学校現場
の教員の業務の質の向上、自治体による学校
単位の勤務実態の調査分析の促進

中間検証を踏まえ、取組内容
を追加・修正の上、推進・拡大

・教員の総勤務
時間及びそのう
ちの事務業務の
時間
（2013年調査：
週53.9時間,
5.5時間）【2017

年調査において
いずれも2013年
比減を目標】

・知識・技能、思
考力・判断力・表
現力、主体性・
協働性・人間性
等の資質・能力
の調和がとれた
個人を育成し、
OECD・PISA調
査等の各種国際
調査を通じて世
界トップレベル
の維持・向上を
目標とするなど、
初等中等教育の
質の向上を図る
（※注）
（参考）
PISA2015：科学
的リテラシー1位、
読解力6位、数
学的リテラシー1
位（OECD加盟
国中）

（ⅰ～ⅴ通じて）

《文部科学省、都道府県、市町村》

・業務改善の方
針等を策定して
いる都道府県
の割合（2017年
度89.4％）
【2018年度
100%】

学校における働き方改革に関する
総合的な方策について検討

学校の
働き方
改革に
関する
緊急対
策をとり
まとめ

・業務改善状況
を定量的に把握
している都道府
県の割合
【2020年度100%】
（今年度中に調
査を行い、初期
値を把握し、
2018年度目標を
設定）
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2019年度
～2016年度 2017年度 2018年度

-

経済・財政再生計画 改革工程表（改定案）

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

KPI
（第一階層）

KPI
（第二階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

集中改革期間

①
少
子
化
の
進
展
を
踏
ま
え
た
予
算
の
効
率
化
、
エ
ビ
デ
ン
ス
に
基
づ
い
た
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル

＜ⅱエビデンスの提示＞

学校・教育環境に関するデータ（自治体別の児童生徒一人当たりの教職員人件費、
学校の運営費、学校の業務改善の取組、学級数別学校数等）について、有識者の
協力を得つつ、比較可能な形で調査、公表
調査を推進・拡大
➢得られたデータは都道府県別等に「見える化」するとともに、教職員定数の見通し

作成・提示を含む政策に漸次活用

中間検証を踏まえ、取組内容
を追加修正の上、推進・拡大

《文部科学省、都道府県、市町村》

教育政策に関
する実証研究
の枠組み・体制
等について、研
究者・有識者の
協力を得つつ
検討、実証研
究を開始

教育政策に関する実証研究を計画的に実施
➢各種の加配措置、少人数教育、習熟度別指導等多様な教育政策に関する費用効果分析を含め、研究者・有識者か

らなる実効性ある研究推進体制の下で、一定数の意欲ある自治体等の協力を得て実施
➢中期の継続的な縦断研究及び短期の研究を実施

1)多面的な教育成果・アウトカムの測定
・知識・技能、思考力・判断力・表現力、学習意欲等
・コミュニケーション能力、自尊心・社会性等の非認知能力
・児童生徒の行動

2)子供の経時的変化の測定
3)学校以外の影響要因の排除等も考慮

➢得られた研究成果は成果や費用、政策が実施される背景にある環境要因を「見える化」するとともに、それらを総合
的に考慮して教職員定数の中期見通し作成を含む政策形成に漸次活用

➢ 具体的には、以下について実証研究を実施
①学級規模等の影響効果
②加配教員・専門スタッフ配置の効果分析
③高い成果を上げている地域・学校の取組・教育環境の分析
④教員の勤務実態の実証分析

報告、
公表

報告、
公表

《文部科学省、都道府県、市町村》

・知識・技能、思
考力・判断力・表
現力、主体性・
協働性・人間性
等の資質・能力
の調和がとれた
個人を育成し、
OECD・PISA調
査等の各種国際
調査を通じて世
界トップレベル
の維持・向上を
目標とするなど、
初等中等教育の
質の向上を図る
（※注）
（参考）
PISA2015：科学
的リテラシー1位、
読解力6位、数
学的リテラシー1
位（OECD加盟
国中）

（ⅰ～ⅴ通じて）
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2019年度
～2016年度 2017年度 2018年度

-

経済・財政再生計画 改革工程表（改定案）

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

KPI
（第一階層）

KPI
（第二階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

集中改革期間

①
少
子
化
の
進
展
を
踏
ま
え
た
予
算
の
効
率
化
、
エ
ビ
デ
ン
ス
に
基
づ
い
た
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル

全国学力・学習状況調査の大学等の研究者による研究への活用の推
進・拡大

中間検証を踏まえ、取組内容
を追加修正の上、推進・拡大

《文部科学省》

全国学力・学習状況調査の
研究への活用について、
「全国的な学力調査に関す
る専門家会議」において、文
部科学省からの委託研究
等以外でも大学等の研究者
が個票データを活用できる
よう、提供する個票データの
内容やデータの管理方法、
研究成果の公表の在り方な
ど、具体的な貸与ルールを
検討・整備

・知識・技能、思
考力・判断力・表
現力、主体性・
協働性・人間性
等の資質・能力
の調和がとれた
個人を育成し、
OECD・PISA調
査等の各種国際
調査を通じて世
界トップレベル
の維持・向上を
目標とするなど、
初等中等教育の
質の向上を図る
（※注）
（参考）
PISA2015：科学
的リテラシー1位、
読解力6位、数
学的リテラシー1
位（OECD加盟
国中）

（ⅰ～ⅴ通じて）

個票データ
等の貸与
に係るガイ
ドラインを
策定

貸与・公表
対象となる
匿名データ
等を作成

貸与データが整い次第、順次貸
与を進める予定
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2019年度
～2016年度 2017年度 2018年度

経済・財政再生計画 改革工程表（改定案）

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

KPI
（第一階層）

KPI
（第二階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

集中改革期間

①
少
子
化
の
進
展
を
踏
ま
え
た
予
算
の
効
率
化
、
エ
ビ
デ
ン
ス
に
基
づ
い
た
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル

＜ⅲ教職員定数の見通し＞

教職員定
数の中期
見通しを
策定する
前提とな
る事柄に
ついて整
理

➢各種加配措置等の効果について、既存の関連データを十分に活用しつつ、研究者・
有識者の協力を得て検討・検証。その結果明らかになった課題は、上記ⅱの実証研
究に活用

➢少子化の進展（児童生徒数、学級数の減等）及び小規模化した学校の規模適正化の
動向、学校の課題（いじめ・不登校、校内暴力、外国人子弟、障害のある児童生徒、子
供の貧困、学習指導要領の全面改訂への対応等）に関する客観的データ等の上記ⅱ
のデータ収集及び実証研究の進展、地方自治体の政策ニーズ等を踏まえた予算の裏
付けのある教職員定数の中期見通しを策定、公表、各都道府県・指定都市に提示

データ収集、実証研究の進展
に応じ、必要に応じ中期見通し
を改定、公表、提示

学校・教育環境に関するデータや教
育政策の成果及び費用、背景にある
環境要因を総合的に考慮して予算
要求を行い、教育におけるPDCAサ
イクルを確立

《文部科学省》

＜ⅳ ICTを活用した遠隔授業拡大＞

モデル事業を通じて高校における遠隔授業実
践例を拡大

高校実践例を踏まえた課題整理、中間検証

高校への普及促進 中学校等の授業充実に向けた
活用の検討を含め、中間検証
を踏まえ、取組内容を追加修
正の上、推進・拡大

《文部科学省、都道府県、市町村》

・ICT活用によ
る遠隔教育の
実施校数・開
設科目数
【2018年度42
校・科目】
【2020年度70
校・科目】

・知識・技能、思
考力・判断力・表
現力、主体性・協
働性・人間性等
の資質・能力の
調和がとれた個
人を育成し、
OECD・PISA調査
等の各種国際調
査を通じて世界
トップレベルの維
持・向上を目標と
するなど、初等
中等教育の質の
向上を図る
（※注）
（参考）
PISA2015：科学
的リテラシー1位、
読解力6位、数学
的リテラシー1位
（OECD加盟国
中）

（ⅰ～ⅴ通じて）

102



～2017年度 2018年度
2019
年度

経済・財政再生計画 改革工程表（改定案）

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

KPI
（第一階層）

KPI
（第二階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

集中改革期間

①
少
子
化
の
進
展
を
踏
ま
え
た
予
算
の
効
率
化
、
エ
ビ
デ
ン
ス
に
基
づ
い
た
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル

＜ⅴ 高校教育のＰＤＣＡサイクルの推進＞

高校教育の現状や改革の効
果等の「見える化」・情報発
信について、全国調査の実
施、分析・公表

調査結果を踏まえ、都道府県教育委員会・高校
等における高校教育の「見える化」の取組を推
進

高校教育改革の「見える化」、
情報発信の取組の推進、高校
教育改革の先進事例等の分析、
自治体等への働きかけを行うた
め、高校教育改革に実績のあ
る有識者等の参画・協力を得る
体制の整備

高等学校のコミュニティ・ス
クール導入校について、導
入のねらい・導入プロセス・
メリット等について、調査・分
析・公表

優れた事例を含めた高校教
育改革に関する全国調査の
実施、分析・公表

調査結果を踏まえ、地域のニーズを把握し地域
と協働・連携する仕組みとしての高等学校にお
けるコミュニティ・スクールの設置促進等の取組
を推進

調査結果を踏まえ、高校教育改革について、優
れた取組の他高校・他地域への横展開の取組
を推進

《文部科学省》

《文部科学省》

高校教育の
改革の進捗
状況の「見え
る化」の促
進・充実に
向けた働き
かけや、コ
ミュニティ・ス
クール導入
校の状況等
の把握

有識者等の参画・協力を得る体制を活用した高
校教育のPDCAサイクルの確立に向けた取組
の推進

・知識・技能、思
考力・判断力・表
現力、主体性・
協働性・人間性
等の資質・能力
の調和がとれた
個人を育成し、
OECD・PISA調
査等の各種国際
調査を通じて世
界トップレベル
の維持・向上を
目標とするなど、
初等中等教育の
質の向上を図る
（※注）
（参考）
PISA2015：科学
的リテラシー1位、
読解力6位、数
学的リテラシー1
位（OECD加盟
国中）

（ⅰ～ⅴ通じて）

中間検証を踏まえ、取組内容
を追加・修正の上、推進・拡大

中間検証を踏まえ、取組内容
を追加・修正の上、推進・拡大

中間検証を踏まえ、取組内容
を追加・修正の上、推進・拡大

中間検証を踏まえ、取組内容
を追加・修正の上、推進・拡大

・高等学校のコ
ミュニティ・ス
クールを導入し
ている都道府
県数（具体的な
導入計画があ
る都道府県も
含む）
【2020年度100%】
（今年度中に調
査を行い、初期
値を把握し、2018
年度目標を設定）
（導入校数につ
いては、増加・進
捗を検証）
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2019年度
～2016年度 2017年度 2018年度

経済・財政再生計画 改革工程表（改定案）

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

KPI
（第一階層）

KPI
（第二階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

集中改革期間

①
少
子
化
の
進
展
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踏
ま
え
た
予
算
の
効
率
化
、
エ
ビ
デ
ン
ス
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基
づ
い
た
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル

＜ⅵ 大学間の連携や学部等の再編・統合の促進＞

第３期中期目標期間（2016～2021年）を通じて推進
第３期中期目標期間を通じて取組実施。各国立大学の取組構想の進捗状況を確認、各国立大学ご
とに予め設定した評価指標を用いて、その向上度合いに応じて段階的な評価を実施し、運営費交
付金の重点配分に反映（*取組構想は状況に応じ随時追加・変更）

2019年度暫
定評価にお
いて達成見
込みを確認

暫定評価を踏
まえ、取組内
容を追加・修
正の上、推
進・拡大

・学部・学科改
組を含む改革
構想を提案した
国立大学のうち
当該構想を実
現させたものの
割合
【2018年度50%】
【2020年度90%】

・大学間連携を
含む改革構想
を提案した国立
大学のうち当該
構想を実現させ
たものの割合
【2018年度60%】
【2020年度90%】

＜後掲＞

・高等教育の
質の向上に関
する指標

《国立大学、文部科学省》

国立大学法人運
営費交付金の重
点支援による取
組の構想（大学間
連携、学部等の
再編統合を含む）
を提案
重点支援の対象
とする取組構想を
選定

大学教育の質の向上を図るため、
 教育課程等の見直し、教育成果に基づく私学助成の配分

見直し、大学教育の質や成果の「見える化」・情報公開、成
績評価等の厳格化等を推進し、知の基盤強化を図る。

 外部人材の登用の促進、ガバナンス改革など経営力強化
のための取組を進める。

 少子化や経済社会の変化等を踏まえ、大学の組織再編等
を促進するため、設置者の枠を超えた大学の連携・統合を
可能とする枠組みや、経営困難な大学の円滑な撤退や事
業承継が可能となる枠組みの整備に向けた検討を進める。
私立大学の公立化に際しての経営見通し等の「見える化」
の方策の検討を進める。

《文部科学省》

中間検証を踏まえ、取組内
容を追加・修正の上、推進・
拡大

＜ⅶ 大学教育の質の向上のための大学改革＞
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